
※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

地
域
産
業
の
持
続
的
発
展

地
域
の
企
業
が
主
役
と
な
る
、
し
な
や
か
で
力
強
い
地
域
産
業
の
育
成
・
支
援

企業等の新増設・創業に
関する取組

企業立地補助金や創業等支援補助金等を活用した建物・
設備等への投資に対する支援や課税の特例の活用により、
県内外の企業の新増設や自社製造への切替え、創業等を
支援します。

戦略的な企業誘致の推進
と立地企業の振興に関す
る取組

産業のすそ野が広い自動車関連を始め、今後の成長が期
待される再生可能エネルギー、医療、ロボット、航空宇宙、
ICT 関連産業等の企業誘致又は既存企業の新規参入を推
進し、企業間ネットワークの構築や販路拡大支援等を通
じ、産業の育成や集積に取り組みます。

中小企業・小規模企業の
経営基盤の強化に関する
取組

商工会・商工会議所に経営指導員等を配置し、小規模事業
者等からの経営相談やBCP（事業継続計画）策定支援にき
め細かに対応するとともに、ニーズに応じた専門家の派遣
などを実施し、経営基盤の強化に向けた取組を支援します。

中小企業の事業承継に関
する取組

経営者の高齢化や後継者の不在など、事業承継の課題を
解決するため、県及び関係機関が一体となった円滑な事
業承継支援を行います。

中小企業の国内外への販
路拡大・県産品の輸出拡
大に関する取組

再生可能エネルギー関連産業の先進地の欧州地域や医療
関連産業の先進地であるドイツ、市場拡大が見込まれる
ASEAN諸国等との経済交流を更に深め、中小企業の海
外展開や事業拡大を進めます。
福島県県産品振興戦略で品目別に定めた重点国・地域に
対し、輸出拡大に取り組みます。

県産品の販売促進に関す
る取組

大型展示会への出展やバイヤーとの商談機会の提供などに
より、県内事業者の国内外における販路拡大を支援し、ふ
くしまの酒を始めとする県産品の販売促進に取り組みます。

中小企業の資金繰り支援
等に関する取組

中小企業制度資金の充実や機械設備類の導入の支援等に
より、中小企業の経営基盤の強化を図ります。

地元の資材や建築業者を
活用した住まいづくりに
関する取組

県産木材や県内建築業者を活用した住まいづくりへの支
援を推進します。

地
域
の
企
業
に
お
け
る
技
術
力
・
開
発
力
の

強
化
に
向
け
た
支
援

本県産業の高度化、高付
加価値化に関する取組

全県的な産学官連携ネットワークを活用し、大学やハイ
テクプラザなど公設試験研究機関との連携強化に努め、
産学官共同研究や技術移転を促進することにより、…県内
企業の技術力と商品開発力の向上を図り、本県産業の高
度化や高付加価値化を支援します。

新製品開発や技術開発・
移転の強化に関する取組

ハイテクプラザにおける技術開発支援や、大学・企業の
開放特許を活用した新技術・新製品開発などにより技術
開発を促進します。

知的財産戦略の促進に関
する取組

県内各機関の戦略的かつ有機的連携により、支援体制の
強化を図るとともに、県内企業による知的財産の取得や
活用を促進します。

ベ
ン
チ
ャ
ー
の
創
出
、
起
業
の

促
進
に
向
け
た
支
援
の
充
実

大学発ベンチャーの促進
に関する取組

産学官金が連携し、大学が持つシーズの掘り起こしや、ビ
ジネスプランの策定、事業立ち上げ支援、販路開拓等によ
る伴走支援により、大学発ベンチャーの創出を図ります。

多様な起業の促進に関す
る取組

創業経費の助成やインキュベートルームの運営、専門家
による助言 ･指導、販路開拓等により、新たにチャレン
ジしたい方が起業しやすい環境を整備し、意欲ある起業
家の発掘・呼び込みを行います。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
推
進

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト

構
想
を
基
軸
と
し
た
産
業
集
積
・
振
興

福島イノベーション・コー
スト構想で重点的に推進
する分野（廃炉、ロボッ
ト・ドローン、エネルギー・
環境・リサイクル、農林
水産業、医療関連、航空
宇宙）に関する取組

福島イノベーション・コースト構想において重点分野と
して位置付けられている、廃炉、ロボット・ドローン、
エネルギー・環境・リサイクル、農林水産業、医療関連、
航空宇宙の各分野を軸として、技術開発・実用化の促進、
販路開拓の支援などを通じて産業集積・振興を図ります。

あ
ら
ゆ
る
チ
ャ
レ
ン
ジ
が
可
能
な
地
域
の
実
現
に

向
け
た
取
組
の
推
進

地域を実証フィールドと
して活用する企業等の呼
び込みに関する取組

福島県浜通り地域等15市町村（イノベ地域）において「起
業・創業」を目指す企業や個人等を強力に支援するため、
専門家によるビジネスプラン策定、経営アドバイス、技術
的アドバイス、マーケティングに加え、マッチング機会の
提供、販路開拓支援、ピッチイベント開催等を行うほか、
試作品開発・市場調査等への助成や行政・産業支援機関・
金融機関・大学等のサポーターによる支援を図ります。

交流人口の拡大に関する
取組

東日本大震災・原子力災害伝承館を起点とした地域交流
の促進や地域と連携した新たな魅力を創造する取組等を
行い、交流人口拡大を推進します。

地域の産業基盤・生活基
盤の整備に関する取組

企業や研究者の呼び込みに必要不可欠な道路、交通網の整
備等により、地域の産業基盤・生活環境の整備を推進します。

情報発信に関する取組
WEBサイトによる情報発信やシンポジウムの開催等に
より、国内外に福島イノベーション・コースト構想を分
かりやすく発信します。

地
域
の
企
業
が
主
役

と
な
る
取
組
の
推
進

地元企業の技術力向上と
構想への参画拡大に関す
る取組

地元企業と地域外企業との交流やビジネスマッチングの
開催、研究開発への支援や実証プロジェクトへの県内他
地域の企業の参加促進、技術力・経営力向上のコンサル
支援等により、福島イノベーション・コースト構想への
参画拡大を促進します。

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
を

支
え
る
人
材
育
成
の
推
進

構想を支える人材育成に
関する取組

義務教育段階において、キャリア教育の視点を加味した
理数教育を推進することによって、福島イノベーション・
コースト構想を担う人材育成のすそ野を広げる取組を推
進するほか、テクノアカデミーにおける産業人材育成、
地元企業のニーズを踏まえた若手層の確保・定着や地元
中小企業等への人材育成支援等により構想を支える人材
の確保を推進します。

地域に根付く教育研究機
能の集積に関する取組

大学等による、「他の大学等や浜通り地域等の市町村、地
域企業等との恒常的な連携体制等の形成」、「他の大学等
や浜通り地域等の市町村、地域企業等と連携した特色あ
る教育研究プログラムの開発・実施」を支援することで、
浜通り地域等全体が一体となった、福島イノベーション・
コースト構想を担う高度な人材の長期的な教育・育成基
盤を構築します。

国際教育研究拠点に関す
る取組

政府が策定した基本方針において「創造的復興の中核拠
点として新設する」とされた国際教育研究拠点について、
具体化に向け国や地元自治体等と連携していきます。

地域における若者教育環
境の充実に関する取組

キャリア教育の推進や理数・グローバル教育の充実、普
通科高校等におけるトップリーダーの育成に取り組むほ
か、専門高校等における専門人材の育成の取組等により、
地域における若者の教育環境の充実を推進します。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

も
う
か
る
農
林
水
産
業
の
実
現

農
林
水
産
業
の
多
様
な
担
い
手
の
確
保
・
育
成

農業担い手の確保・育成
に関する取組

認定農業者への技術・経営両面からの支援、意欲的な農
業者や集落営農組織の組織化・法人化、企業等の農業参
入促進等により、地域農業の核となる担い手を育成しま
す。また、研修制度の充実、地域全体でサポートする体
制づくり、第三者継承の推進等により、多様な新規就農
者の確保・定着を促進します。

林業担い手の確保・育成
に関する取組

林業労働者の安全衛生の確保や福利厚生の充実を推進す
るとともに、林業事業体の経営合理化や新事業の展開を
促進します。また、新たな研修講座開設等により、新規
林業就業者の確保・育成を図ります。

漁業担い手の確保・育成
に関する取組

漁業技能研修や経営改善指導などにより、漁業担い手の
確保・育成を図ります。また、漁業体験学習の実施など、
子どもたちの漁業への理解を深める取組を進めます。

経営の安定・強化に関す
る取組

経営安定に向けた技術・経営面の改善の取組を総合的に
支援するとともに、資金融通における支援や農業保険制
度等の活用、労働安全の確保、雇用人材の調整・確保、
他業種との連携強化など、経営の安定化に向けた取組を
推進します。

生
産
基
盤
の
確
保
と
整
備
の
推
進

農業生産基盤の強化に関
する取組

生産性向上のための農地の大区画化・汎用化及び担い手
への農地の集積・集約を推進します。

農業水利施設の保全管理
に関する取組

農業水利施設の計画的な補修・更新等により、長寿命化、
ライフサイクルコストの低減を図ります。

試験研究に関する取組
県オリジナル品種、省力化技術、地球温暖化への対策技
術など、生産現場や消費者等の多様なニーズに対応した
研究開発を戦略的に推進します。

需
要
を
創
出
す
る
流
通
・
販
路
戦
略
の
実
践

県産農林水産物のブラン
ド化に関する取組

産地をけん引するトップブランドの育成や県産農林水産
物の魅力の発信を戦略的に進めます。

県産農林水産物の販売促
進に関する取組

量販店におけるフェアやオンラインストアの活用、食品
事業者等とのマッチング、商談機会の提供により販路拡
大を推進します。

県産農林水産物の輸出に
関する取組

県産農林水産物の安全性や品質の高さ等に関する情報発
信、輸出先のニーズに応じた生産体制整備などにより、
輸出再開と輸出の拡大を図ります。

県産農林水産物の地産地
消に関する取組

農産物直売所等との連携による販売キャンペーンや、保
育所や学校の給食での地元食材の活用など、県産農林水
産物への理解を深め、消費拡大につながる取組を推進し
ます。

県産材の利用促進に関す
る取組

中・大規模建築等非住宅分野における県産材の利用促進、
森林認証制度の普及などにより、県産材の販路の拡大を
図ります。

農林水産物の安全と信頼
の確保に関する取組

科学的な知見に基づく放射性物質に係る生産段階の対策
と検査に引き続き取り組みます。また、消費者の信頼確
保のため、積極的な情報発信と県産農産物の安全と品質
の太鼓判となるGAPの認証取得を支援します。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

も
う
か
る
農
林
水
産
業
の
実
現

戦
略
的
な
生
産
活
動
の
展
開

県産農産物の生産性向上
に関する取組

先端技術等や機械・施設、優良な家畜の導入、集出荷施
設の整備等により、主要農産物の生産性の向上と低コス
ト化を推進します。

スマート農業に関する取
組

先端技術の開発・実証を進めるとともに、地域の実情に
応じた技術の導入によるスマート農業の普及拡大を進め
ます。

林業の生産性向上に関す
る取組

効率的な森林整備のための林内路網整備、県産材の安定
供給に向けた高性能林業機械導入や木材加工施設整備を
推進するとともに、素材生産の拡大に向け、市町村への
新たな森林管理システムの導入を支援し、意欲と能力の
ある林業経営者への経営管理の集約化等の取組を支援し
ます。

水産業の振興に関する取
組

水産資源を管理しながら生産額を拡大する「ふくしま型
漁業」の実現に向けた総合的な取組を推進します。

産地競争力の強化に関す
る取組

トップブランド米「福､ 笑い」の生産・流通販売対策や
GAPなどの認証を活用した PR等、消費者、実需者にとっ
て魅力的で、市場優位性を高める「ふくしま」ならでは
の高付加価値化に向けた取組を推進します。

活
力
と
魅
力
あ
る
農
山
漁
村
の
創
生

農林水産業・農山漁村へ
の理解促進に関する取組

情報発信や農林漁業体験機会の創出などにより農林水産
業・農山漁村が持つ役割に対する理解促進を図ります。

地域産業 6次化に関する
取組

地域産業6次化に取り組む新たな担い手の育成、マーケッ
トインの視点に基づく商品開発への支援、多様な職種が
参画するネットワークの活性化などにより、地域産業 6
次化を推進します。

鳥獣被害防止に関する取
組

住民が主体的に地域ぐるみで取り組む総合的な対策の普
及拡大や、里山林における緩衝帯設置への支援など、鳥
獣被害対策を推進します。

地域資源の活用に関する
取組

地域特産物の生産振興や棚田などの資源を活用した地域
振興の取組を支援します。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
先
駆
け
の
地
の
実
現

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
更
な
る

導
入
拡
大
と
利
用
促
進

再生可能エネルギーの導
入拡大に関する取組

太陽光、風力、地熱、小水力、バイオマスなど、再生可
能エネルギーの導入拡大を推進します。

再生可能エネルギーの地
産地消に関する取組

住宅用太陽光発電の導入や自家消費型を始めとする持続
可能なエネルギーシステムなど、地域における再生可能
エネルギーの地産地消の取組について環境に配慮しなが
ら促進します。

水素社会の実現に向けた
取組

水素社会の実現に向け、水素利用の普及に資する取組を
推進します。

県有施設における再生可
能エネルギー活用に関す
る取組

県有施設で使用する電気等について、再生可能エネルギー
からの調達や太陽光発電設備等の導入を推進します。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積

エネルギー・エージェン
シーふくしまによる一体
的な支援等に関する取組

エネルギー・エージェンシーふくしまを核として、企業
間のネットワーク構築から、新規参入、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで一体的・総合的に支援すること
により、県内企業の取組を強力にバックアップし、再生
可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を推進します。

再生可能エネルギー・水
素関連産業拠点の創出に
関する取組

産総研福島再生可能エネルギー研究所や福島水素エネル
ギー研究フィールド、風力メンテナンス人材育成・技術
開発の県内拠点化など、未来の新エネ社会を先取りする
モデルの創出拠点とすることを目指す福島新エネ社会構
想の取組と連携を図りながら、関連産業の拠点化を図り
ます。

再生可能エネルギー・水
素関連技術開発・事業化
の推進に関する取組

産総研福島再生可能エネルギー研究所やエネルギー・エー
ジェンシーふくしまと連携を図りながら、県内企業が行
う市場のニーズに応じた技術開発や事業化・製品化に向
け、技術開発前からのビジネスプラン策定や開発後のフォ
ローアップ、販路開拓まで一体的に支援します。

再生可能エネルギー・水
素関連産業を担う人材育
成に関する取組

テクノアカデミーにおいて、再生可能エネルギー関連産
業等のニーズや時代の変化に対応した教育訓練を実施す
るとともに、産総研福島再生可能エネルギー研究所や大
学等と連携を図りながら、地元の高校生から即戦力とな
る企業人まで、未来の再生可能エネルギー・水素関連産
業分野を担う人材育成を推進します。

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
推
進

環境・エネルギー関連の
新技術の活用に関する取
組…

電気自動車等の導入促進を始め、エネルギー源の電化や
省エネルギーに資する新しい技術の普及を図るとともに、
次世代エネルギーの大量輸入や貯蔵、利活用に向けた
「カーボンニュートラルポート」の形成に向けた検討を進
めます。

環境に配慮した投融資等
の普及に関する取組

企業における環境配慮型の設備投資等を促進するため、
金融機関等と連携し ESG投融資等の普及を図ります。

環境・リサイクル関連産
業の育成・集積に関する
取組

環境・リサイクル分野における産学官のネットワーク構
築から、新規参入、研究開発、事業化までを一体的・総
合的に支援するなど、関連産業の育成・集積を推進します。

県民総ぐるみの地球温暖
化対策に関する取組 ( 再
掲）

県民、事業者、行政等あらゆる主体による環境保全活動
の推進母体「地球にやさしい “ふくしま ”県民会議」と
連携し、地球温暖化対策に向けた全県的な機運の醸成を
図り、県民総ぐるみで活動を進めます。

環境に配慮したまちづく
りに関する取組（再掲）

ZEHや ZEB、建築物における県産材の利用、既存住宅
の高断熱リフォーム等、環境にやさしい建築物を普及す
るほか、交通渋滞対策や街灯等の LED化等を推進し、環
境に配慮したまちづくりを進めます。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

魅
力
を
最
大
限
い
か
し
た
観
光
・
交
流
の
促
進

ふ
く
し
ま
の
地
域
資
源
の
磨
き
上
げ
及
び
魅
力
発
信
に
よ
る
誘
客
の
拡
大

福島県ならではの観光誘
客に関する取組

主体的・対話的な学びを実現するホープツーリズムや、
本県の多様な資源を活用した被災地域への観光誘客等を
推進します。

教育旅行・合宿の誘致促
進に関する取組

学習プログラムの磨き上げと情報発信により、教育旅行
の誘致を推進します。あわせて、関係施設との広域連携
により受入体制を整備し、合宿誘致を図ります。

新たな滞在型観光・広域
観光周遊推進の取組

新型感染症を踏まえた新たな観光やグリーンツーリズム
を始めとした地域資源をいかしたコンテンツ、テーマ別
観光コンテンツの育成を図り、滞在型観光・広域観光周
遊を推進します。

地域資源をいかした滞在
型コンテンツやイベント
による観光促進の取組

自然公園や JR 只見線等の地域資源の磨き上げと魅力発
信に取り組むほか、誰もが快適に自転車を利用できる自
転車走行空間を整備するなどサイクルツーリズム（自転
車観光）推進による観光地域づくり等を進めます。

ふくしま SDGs ツーリズ
ムの取組

ふくしま SDGsツーリズムとしてホープツーリズム、ブ
ルー・ツーリズム、グリーン・ツーリズム、発酵ツーリズ
ムなどに取り組み、ふくしまの復興を加速する未来志向の
ツーリズムを推進します。

MICE 誘致等による地域
活性化に関する取組

県内各地の施設を活用したMICEの誘致を図るとともに、
参加者の県内周遊を促進して地域活性化を図ります。

着地型観光に関する取組
県内DMOの育成 ･支援を通じた、旅行商品の開発等を
行うための人材育成や観光資源の創出 ･磨き上げを推進
します。

県内の観光道路の利活用
に関する取組

県内の観光道路では、魅力の PRなどにより、利用促進
を図ります。春先除雪による雪の回廊など、沿道環境の
魅力を創出し、利用促進を図ります。

道の駅の利活用に関する
取組

県内外の人々が集まる道の駅を核とした効果的な情報発
信を通じて、観光誘客を促進します。また、道の駅の整
備を促進し、道路利用者への休憩場所の提供や、交流の
玄関口として道の駅を核とした地域振興を進めます。

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
促
進
に
向
け
た

観
光
の
強
化

本県のイメージ回復と外
国人観光客の誘致に関す
る取組

現地窓口や海外マスメディアと連携した正確な情報発信
や積極的なプロモーション活動により、本県のイメージ
アップと外国人観光客の誘致を促進します。

広域的な外国人観光客の
誘致に関する取組

関東都県や東北観光推進機構などと連携して、観光コン
テンツのテーマに応じた広域的な周遊ルートを発信して、
外国人観光客の誘致を促進します。

海外からの教育旅行誘致
に関する取組

東アジア地域を始めとしたアジア地域などからの教育旅
行の誘致を推進します。

福島空港の利活用による
外国人観光客の誘致に関
する取組

福島空港の国際チャーター便の利活用による外国人観光
客の誘致を推進します。

多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る

観
光
地
・
受
入
環
境
づ
く
り
の
推
進

県内観光産業のサービス
の質向上に関する取組

関連事業者連携の観光・教育旅行コンテンツ造成等によ
り、観光産業のサービスの質向上を図ります。

外国人観光客の受入体制
の整備や多様性への対応
に関する取組

観光地やその周辺地域の多言語表記やWi-Fi 整備、福島
地域通訳案内士の育成など、外国人観光客の受入体制を
強化します。また、休暇と仕事を兼ねたワーケーション
等に対応する施設整備を支援します。

国際化に対応した標識に
関する取組

国際化に対応した分かりやすい標識の整備を進め、外国
人観光客の受入環境づくりを推進します。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

魅
力
を
最
大
限
い
か
し
た
観
光
・
交
流
の
促
進

国
際
交
流
の
推
進

県内大学と海外大学との
交流に関する取組

会津大学、県立医科大学において、海外大学との共同研究、
国際単位認定 (ICRP)、留学生の交換などを行います。

国際会議の誘致に関する
取組

関係機関と連携して、国際会議（ミーティング、視察研
修旅行、イベントを含む）の誘致を推進するとともに、
大学や国際教育研究拠点、民間団体などが主催する国際
会議等の開催を支援します。

国際協力・国際貢献に関
する取組

複合災害を経験したふくしまの知見をいかし、関係機関
との連携を図りながら復興へのプロセスを世界と共有す
ることにより、国際協力・国際貢献に取り組みます。

県と海外との様々な交流
事業に関する取組

長年交流を重ねてきた中国、カナダ、ニュージーランド
などの地域との交流事業に取り組むとともに、県人会な
ど多様な人的ネットワークを活用し、海外へ「ふくしま
の今」に係る情報発信を推進します。

福
島
の
産
業
を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
育
成

県
内
経
済
を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
育
成

新規高卒者・大卒者の就
職活動支援に関する取組

就職相談窓口での就職相談や県内就職に関するセミナー
の開催、県内求人情報の紹介などを行い、高校生、大学
生の就職活動を支援し、県内企業への就職を促進すると
ともに、職場定着を図ります。

県内企業の魅力を発信す
るための支援に関する取
組

合同企業説明会やインターンシップなど企業と学生が直
接交流できる機会を創出するほか、県内企業を紹介する
冊子やインターネットサイトの充実など様々な手法によ
り県内企業に関する魅力情報を発信します。

県内移住希望者への就業
支援に関する取組

都内に就職相談窓口を設置し、本県の実情に応じたきめ
細かな就職相談や職業紹介を行うことで、UIJ ターン者
の就職マッチング促進と県内定着を図ります。

高度な技術・技能を有す
る産業人材の育成に関す
る取組

テクノアカデミーにおいて教育訓練を行い、本県の復興
を担う新産業に対応するなど、産業の高度化に対応でき
る技術者を育成します。

全員参加型社会の実現に
向けた職業能力開発に関
する取組

希望や能力等に応じた働き方が選択でき、誰もが活躍で
きる全員参加型社会の実現のため、全ての人が少しずつ
でもスキルアップできるよう、個々の特性やニーズに応
じた支援を行います。

技能の振興と継承に関す
る取組

技能者の技能水準の向上に向けて、技能検定制度の普及・
促進や、優れた技能者の表彰を行います。また、認定職
業訓練などにより、体系的な人材育成を行い、技能の継
承を図ります。

IT 技術者の育成に関する
取組

産業の集積と雇用創出に向けて、会津大学を中心に、AI
や IoT などのデジタル化を担う ICT人材の育成を推進し
ます。

福島イノベーション・コー
スト構想を担う人材育成
に関する取組（国際教育
研究拠点、地域に根付く
教育研究機能の集積）

福島イノベーション・コースト構想を担う人材を育成す
るため、復興庁等の関係省庁と連携しながら国際教育研
究拠点を具体化させていくとともに、大学や浜通り地域
等の市町村、地域企業等が一体となった教育基盤の構築
を図ります。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

福
島
の
産
業
を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
育
成

誰
も
が
安
心
し
て
働
け
る
雇
用
環
境
の
整
備

労使関係の安定促進や労
働者の福祉向上に関する
取組

労働に関するトラブルを解決するため、労働者や使用者
が気軽に相談できるようフリーダイヤルによる労働相談
を実施します。また、労働者を対象とした融資制度など
により、労働者の生活安定、福祉向上に努めるとともに、
パートタイム労働者・派遣労働者などの非正規労働者の
公正な処遇について啓発し、雇用勧奨状などにより正社
員化の促進を図ります。

仕事と生活の調和に配慮
した環境の整備に関する
取組

生活や健康に配慮した労働時間の設定や年次有給休暇の取
得促進等に向けた広報活動を行うとともに、福島県次世代
育成支援企業認証制度により仕事と育児の両立支援に積極
的に取り組む企業を認証し、社会的評価を高めます。

若者を始め高齢者、就職
氷河期世代等への就業支
援に関する取組

就職相談窓口によるきめ細かなマッチング支援により、
若者、女性、高齢者に加え就職氷河期世代、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けた離職者など就職を希望す
る多様な人材の活躍を推進します。

女
性
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現

女性医師等の就業に関す
る取組

医療機関における仕事と家庭の両立ができるよう、働き
やすい職場環境を整備します。

女性活躍の推進及びワー
ク・ライフ・バランスの
啓発に関する取組

業界団体を訪問し、女性活躍、ワーク・ライフ・バラン
スの取組などを普及啓発します。また、業界団体へ専門
家を派遣し、生産性の向上につながるワーク・ライフ・
バランスの取組への助言・指導を行い、構成企業の効果
的な取組を促進します。

女性の就業支援等に関す
る取組

就業や職業能力開発の機会の提供により、女性の就業継
続に向けた人材育成に取り組みます。

女性の活躍のための環境
づくりに関する取組（再
掲）

あらゆる分野の団体と連携し、女性活躍推進の必要性・
有用性についてのトップの意識改革、女性の登用及び人
材育成、性別に関わりなく仕事と生活の調和を図ること
ができる環境づくりを進めます。

女性の意思決定過程への
参画拡大に関する取組（再
掲）

あらゆる分野に参画し責任を担える女性人材の育成を図
るとともに、様々な施策や方針決定過程において、女性
の意見が十分に反映されるよう、審議会などへの女性委
員の登用を図ります。

地
域
を
結
ぶ
社
会
基
盤
の
整
備
促
進

基
盤
と
な
る
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備

基幹的な道路の整備に関
する取組

国道 4号や常磐自動車道、磐越自動車道の 4車線化など
を促進するとともに、会津縦貫道や国道 289 号などの幹
線道路の整備を推進し、県土の連携軸を強化します。

地域連携道路等の整備に
関する取組

隣接する地域相互の連携強化や産業活動を支えるため、
さらに、災害に強く信頼性の高い道路網を構築するため、
地域連携道路等の整備を推進します。

ふくしま復興再生道路の
整備に関する取組

避難解除区域等の復旧・復興、住民の帰還の促進を図る
とともに、地域の持続可能な発展を促すため、避難解除
区域等と周辺の主要都市等を結ぶ幹線道路の整備を推進
します。

避難地域 12 市町村内の
道路整備に関する取組

特定復興再生拠点区域復興再生計画に基づく道路や、福
島イノベーション・コースト構想関連施設へのアクセス
道路など 12市町村内の道路整備を推進します。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

し
ご
と

地
域
を
結
ぶ
社
会
基
盤
の
整
備
促
進

基
盤
と
な
る
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備

重要物流道路等の整備に
関する取組

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、
国際海上コンテナ車（40ft 背高）に対応した重要物流道
路や 25 トン車両等が自由に通行可能な道路の整備を推
進します。

交通渋滞対策に関する取
組

交通渋滞対策として、バイパスや交差点の改良、ノーマ
イカーデーの活用、時差通勤の導入、信号の調整などを
行います。

農道・林道などの整備・
維持管理に関する取組

農道・林道などの計画的な整備と適切な維持管理により、
農村地域の産業・生活基盤の維持・改善を図ります。

道路ネットワークの強化
に関する取組（再掲）

会津縦貫道などの整備により脆弱区間の代替路を確保す
るとともに、橋梁の耐震対策や落石対策などを推進しま
す。あわせて、電線共同溝の整備や新たな電柱の設置を
制限し無電柱化を推進することで、道路ネットワークを
強化します。

港
湾
の
整
備
促
進
や
福
島
空
港
の
利
活
用
促
進
に
よ
る

国
際
競
争
力
を
持
っ
た
物
流
拠
点
等
の
形
成

ポートセールス活動に関
する取組 小名浜港・相馬港のポートセールス活動を行います。

小名浜港の整備に関する
取組

小名浜港東港地区国際物流ターミナルなど、小名浜港の
整備を推進します。

相馬港の整備に関する取
組

相馬港 3号ふ頭地区国際物流ターミナルなど、相馬港の
整備を推進します。

福島空港の利活用促進に
関する取組

福島空港の国内・国際定期路線、チャーター便の利用促
進を図るとともに、空港のにぎわい創出や防災・減災機
能の強化などに取り組みます。

港湾から高速道路へのア
クセス強化に関する取組

小名浜港を活用した物流の促進などのため、港湾から高
速道路へのアクセス強化を推進し、国際競争力をもった
物流拠点の形成を目指します。

情
報
基
盤
の
充
実
に
よ
る

住
み
や
す
い
環
境
づ
く
り

条件不利地域における携
帯電話等のエリア整備に
関する取組

地理的に条件不利な地域において、携帯電話等のサービ
スエリアの拡大を促進します。
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